
（別記様式第 12 号）（第３の８関係） 

（松本地域） 

平成２５年度 地域発 元気づくり支援金事業総括書 
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   事 業 効 果    

  

 

 

 

 

 

                                                             

 

   今後の取り組み    

 

 

 

 
※１自己評価（事業実施率）欄は、「Ａ」90％以上、「Ｂ」70～89％、「Ｃ」50～69％、「Ｄ」49％以下で示すこと。 
※２自己評価（事業効果）欄は、以下から選択のこと。 
「Ａ」：予定を上回る効果が得られた 「Ｂ」：予定していた効果が得られた 
「Ｃ」：一定の事業効果はあったが事業実施方法や今後の活用等について、工夫や改善を要する点がある 

事業名 町会活性化事業 

事業主体 

（連絡先） 

松本市町会連合会 

(0263-34-3280) 

事業区分 (1) 地域協働の推進に関する事業  

事業タイプ ソフト 

総事業費 504,764 円（うち支援金：360,000 円） 

【目標・ねらい】 

●住民自ら地域課題を認識し、

町会や地区団体を中心に、 

地域の利点を活かした地域 

づくりに取り組むための地域

リーダーとなる人材の育成 

●町会活動の活性化及び将来を

見据えた新たな町会づくり 

（活動写真）

等 

※１自己評価（事業実施率）【Ａ】 

１ 初めて町会運営に携わる町会長・町会役員を対象に、誰も

が参加できる町会運営等を学び、地域づくりの核となる町会を

担う人材の育成するために、町会長等研修会を開催しました。                             

【１回目】                         

○日時 平成 25 年 7 月 11 日(木) 午後１時 30 分～3 時 30 分                        

○会場 松本市音楽文化ホール 小ホール                         

○内容 ①「町会活動ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」について 市担当課より説明              

    ②講演：「松本市における町会と市との協働による地域づくり 」            

     講師：矢久保 学 氏（松本市地域づくり課長）                       

【２回目】                        

○日時 平成 25 年 9 月 2 日(月) 午後 3 時～5 時                     

○会場 松本市総合社会福祉センター 大会議室               

○内容 ①「高齢者福祉について」 市担当課より説明                          

    ②講演：「超高齢社会の未来と地域コミュニティ」      

     講師：牧野 篤 氏（東京大学大学院教授）        

２ 役員の担い手不足など、町会を取り巻く環境が益々厳しい

状況となることから「町会運営の手引き」を作成し誰もが参加

できる町会運営の一助となるよう、町会役員に配付しました。                           

                             

                             

 地域づくりを担う町会長・町会役員が、地域・行政・ＮＰＯ・企業等と連携しながら、町会活動に

対する地域住民への理解を広げ、町会加入率向上へつなげます。また本事業を継続的に実施し、役員

交代等で継続性を損なうことなく地域づくりを担う人材を育成し、魅力ある町会運営を推進します。                                            

                                            

                                            

                                            

                                           

                                            

※２自己評価（事業効果）【Ａ】 

 町会長・町会役員をはじめ自立した町会運営を行うﾘｰﾀﾞｰ

を育成し、また「誰もが参加できる町会運営」の必要性を  

認識することにより、団塊の世代・子育て世代・若者等、様々

な世代の参加や機会を提供し、「地域活動へ参加したい」と

考える地域の担い手の掘り起しや、行政・NPO・大学・企業

等と連携しながら、自治意識や主体的な課題解決能力を高め

ることに期待できます。                  

                          

                                                

                                           

                          

                          


